
 

様式 C-19 

科学研究費補助金研究成果報告書 

 

平成 20 年 6 月 22 日現在 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
研究成果の概要： 

本研究は、脱施設・脱病院の先進国スウエーデンが、精神障害者の地域生活における基盤と

なる住居と居住環境の整備、及び自立生活支援に際して、どのような配慮を払ってきたかにつ

いて、その現状の調査をつうじて検証し、わが国の精神障害者の地域居住への参考に資せんと

するものである。精神障害者の地域における居住生活を確立するためには、居住環境条件や居

住生活支援へのきめ細やかな配慮と改善を行い、居住保障体制を確立していくことが重要であ

る。 
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２００６年度 1,500,000 0 1,500,000 
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１．研究開始当初の背景 
現在、わが国では障害者の脱病院・脱施設

が取り組まれようとしている。 
 平成 18年度厚生労働省『障害者白書』は、
2006 年現在の日本における精神疾患医療受

研究種目：基盤研究(C) 

研究期間：2006～2008 

課題番号：１８５３０４５８ 

研究課題名（和文） スウェーデンにおける精神障害者の自立生活を支える居住福祉条件に 

         関する研究 

研究課題名（英文） Study on Housing and Living Environment for Mentally  Disabled 

Persons in Sweden.  

研究代表者  

早川 潤一(HAYAKAWA JUNICHI） 

中部学院大学 人間福祉学部・准教授 

研究者番号：90343649 



 

 

診者数は 258 万人（平成 16 年度平均）で、
そのうち入院治療を受けている者が１月平
均で 846､334人、医療保険・介護保険による
訪問看護とホームヘルプの訪問サービス利
用者数は 60､404 人と報告している。これに
対し、厚生労働省は 2002年 12 月、精神保健
医療福祉の新障害者プランとして、平成 15
年から 15 年間で「受け入れ条件が整えば退
院可能な精神障害者約 7 万 2000 人」を社会
的入院から地域での生活を行えるように推
進していく、という目標を打ち出した。 
 地域社会の中で普通の人と同じように住
み、生活を営んでいくことは、あらゆる障害
を持つ者にとって人間尊重の視点から好ま
しい理念であるが、それには脱病院・脱施設
が不可欠とする精神障害者の暮らしの基盤
となり、心身の状態や生活の質を左右する住
居と居住福祉環境を必要とする。 
それでは、精神障害者にとって住みよい居

住条件、居住環境とはどのようなものかであ
ろうか。わが国では現在、受け入れられるべ
き居住施設や居住環境のあるべき姿及びそ
れを可能にする条件等については、余り解明
されていない。精神障害者が地域において少
しでも自立した生活を可能にするためには、
居住福祉環境の政策を確立できるかどうか
が鍵といって過言ではない。 
 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、精神障害者の地域におけ

る自立支援に取り組んできたスウェーデン
における住居や居住環境条件を調査研究す
ることにより、精神障害者にとって良好な住
まいと居住環境について解明していくこと
である。脱施設・脱病院の先進国スウエーデ
ンにおいて、精神障害者の地域での住居や居
住環境整備、及び自立生活支援に際して、ど
のような配慮を払ってきたか、どのような実
践を行っているかなどを現地での調査をつ
うじて検証し、わが国における精神障害者の
地域居住への参考に資せんとするものであ
る。 
 
 
３．研究の方法 
（１）スウエーデンにおける調査 
①スウェーデンにおける精神障害者の暮
らしと居住環境についての文献調査 
②スウエーデン国内での精神障害者の住
居と居住環境及びその質、住居整備の主体
等々について、現地諸機関での現地調査、
ヒアリング調査 

[訪問調査地域] 
ストックホルム市、及びヨーテボリ市、

テーソレ市内の精神障害者が居住する一
般住居、グループホーム、デイセンター、

生活支援施設、就労センター等 
[ヒアリング調査] 

ストックホルム県、同福祉事務所、 
厚生省、社会保険庁、大学等 

[調査期間] 
2007年３月及び９月、計約２カ月 

[調査項目] 
・居住施設に共通する環境の特徴、性格 
・居住生活サポーターの性格 

 ・アパート、グループホーム、重度障害者 
施設等の居住施設の性格の差異 

 ・居住施設の立地の相違による精神障害者 
の生活への影響、 

・上記が中心であるが、その他の要因によ
る生活への影響を、主に各居住施設担当者、
専門家、コミューン担当者等からのヒアリ
ング及び現実の施設訪問によって調査し
た。 

 
（２）日本における調査  
日本における精神障害者の地域居住環境 

の現状を把握するために、基礎調査として以
下の地域・施設・病院に訪問し、ヒアリング
を行った。 
・静岡県：社会復帰施設「だんだん」 
・北海道：社会福祉法人「浦河べてるの家」 
・和歌山県：社会福祉法人「麦の郷」 
・埼玉県：社団法人「やどかりの里」 
・千葉県：医療法人「千葉病院」 
・愛媛県：財団法人正光会「宇和島病院」 

 
 
４．研究成果 
（１）スウェーデンにおける精神障害者の住 
居調査  

施設から出て街に住むようになった精神
障害者が地域で生活していくための居住条
件についてその内容を以下に記す。           
 スウエーデンの各コミューン（市）では、
閉鎖された施設・病院等からコミューン市民
となった精神障害者の日常生活を支えるた
めのハード、ソフト両面からの対策として、
以下の２点が福祉サービスの土台となって
いる。 
 第１に、地域生活における最も大切なこと
は、良質な住宅に住むことである。 
 第２に、良質な支援サービスがあることで
ある。 
 すなわち、精神機能障害者に対する住居の
提供はコミューンの役割として最も重要な
柱であり、当事者の生活ニーズに適切な住ま
いを紹介する努力を基本としている。そして、
アパート、グループホームなど住居形態に関
係なく、何らかのサポートを受けながら生活
している。それゆえ、ストックホルム市では
各区ごとに具体的なサービスプログラムが
綿密な協力体制の基で実行される。                                            



 

 

  ストックホルム市は、1998年 6月、県議会
の政策を基盤として精神障害者に対するサ
ービスプログラムの重点項目として以下の
ような６項目をあげている。 
 ①良質な住居の提供、②在宅サポート、 
③就労支援サービス、④余暇活動支援・有意
義なレジャー時間、⑤地域生活支援としての
デイセンター等、⑥県と市の協力による支援
ネットワーク化・さまざまな組織との協力関
係 
 第３に、精神障害者が他者との人間関係を
持ったり、仕事をしたり、教育を受けたりす
る場所の存在することは極めて重要で、それ
らに容易にアクセスし続けられるような仕
組みを整えること、その場所として相談や話
し合いを行える場所、相談し易い場所などの
あることが必要である。 

その際に、生活サポートを行う支援者は公
的機関、家族、及びボランテイア団体がある。
これらの異なった組織の人たちの協力関係
が、当事者の看護やケアサービスを効果的に
する。地域で精神障害者が暮らしやすくする
ために、また地域住民との関係を良好にして
いくために、相互の情報を提供するサポート
を支援者は行っている。これらの視点も上述
の６項目に包含される。 
 
（２） 居住及び地域生活ケアの条件として
の「継続性」 
精神障害者への居住生活支援の第２の柱

は在宅サポートである。その原則は、後述す
る居住を含めたあらゆる側面からの「継続
性」の重視で、次の点が強調されている。 
①職員は原則的に同じ職員が継続するこ  
と 
②看護プラン・ケアプランのプログラムは
当事者との話し合いで作成すること 
③継続性と対応の仕方が重要である                                   

 スウエーデンでの何らかの機能障害をも
つ人々への支援及びサービスに関する法律
は 1994 に採択された LSS 法があり、そこで
も「継続性」は重要項目になっている。 
地域生活ケアにとって留意すべき他の点

は、 
①在宅治療、在宅ケアを可能にするため、
現場の協力・コーデイネート・責任を明確   
にする。 
②デイセンターは、仕事、教育、コミュニ
ケーション、居場所としての拠点である。 

 要するに、在宅サポートは継続性、長期性、
支援協力が大切である。掃除、食事、映画、
喫茶店、ピクニック、レジャー、精神セラピ
ーも包含される。 
 
（３） 精神障害者の居住支援と地域居住環
境の特色 
①住宅条件の継続性 

 住宅形態は個人のニーズによって差があ
るが、ここでも全体を通じて「継続性」が最
も大切である。継続性とは、例えば精神障害
者は一時他の永久ではない住宅に住まざる
を得ない場合がある。その場合でも、自分の
今まで住んでいた住居を失う必要はないこ
とである。住居の保障は市の責任である。生
活サポーターの継続性も、居住の継続によっ
て容易になる。  
 
②地域における精神障害者の居住環境のタ 
イプとサポートの特色 
 精神障害者が地域で暮らしてゆくには、障
害の程度に応じてさまざまな段階の住居形
態、居住環境が用意されねばならない。それ
は、精神障害者はハード、ソフト両面から居
住環境に敏感で影響を受け易く、また生活能
力に大きな差があり、必要な支援も含めてき
め細かな対応を必要とするからである。                   
 どのような住宅に住むかは個人のニーズ
が決定する。これは各行政区の責任である。
ストックホルム市では、「精神障害者は自宅
においては特別サポートなしに日常生活を
することは困難であり、精神障害者の退院計
画がなされた時点で、自宅に戻ったとき日常
生活のいろいろな問題が出てこないよう、準
備すべきである」としている。退院計画は、
福祉サービス担当と精神治療担当が一緒に
すべきだが、福祉サービスがイニシアチブを
とり精神治療と一緒になって、住宅において
どのようなサポートをするかをコミューン
と一緒に計画している。 
 
以下にその具体的な住居のタイプと性格

をあげる。 
 (a）一般のアパート（自立系住居） 
 自立して生活できる、自らクリニックやデ
イセンター等へ出かけることができる人た
ちの住居である。自宅では簡単なサポートで
住むことができる。住居は地域の近隣の建物
内にある。比較的多くの精神障害者がこのタ
イプに住んでいる。 
 家賃が高い場合、市は住宅手当を出す。サ
ポートは精神障害者に社会日常生活の中で
自信を植え付け希望を持てるよう、その先に
は自立した生活ができるような可能性を持
たせるのが目的である。ターゲットは精神的、
社会的プロセスを助けその先では生活サポ
ートを必要ないようにすることである。 
 生活サポートの一番の目的は、精神障害者
本人が日常生活の中でいろいろな出来事に
対処できるように指導することである。 
 例えば、掃除、食事の支度、さらに行動範
囲をひろめ健常者が行うような映画鑑賞、喫
茶店の利用、ピクニックに行くなども含まれ
る。生活サポーターは、物事を正しくするに
はどうしたら良いかの指導者、と言うことも



 

 

できる。 
 日常生活で起こるいろいろなことを一緒
にすることで精神機能障害者は新しく再度
社会を理解し解釈していく。生活サポーター
は、時間のかかるサービスであるが、ものご
とを一緒にやり、何をやっているかを常に説
明し、本人が自分の存在と生活を再度つかむ
ことができるようにする。 
 生活サポートは、本人とサポーターのパー
ソナルリレーションが重要である。この仕事
はお互いの相互信頼関係、さらにはサポータ
ーが精神障害者本人のライフシチュエーシ
ョンの知識をどれだけ持って居るかという
ことも大切である。 
 したがって、サポーターは簡単に取り替え
てよいというものでない。その都度、新しい
関係を築かなければならないことを意味す
る。                       
 (b）サービス付き住居 
 サービス付き住居（アパート形式）は本人
のニーズに合った、サポートサービスが受け
られる集合住宅である。一般の住宅では生活
が困難であるが、グループホームに住む程の
徹底した支援やサポートがなくても生活で
きる場合に適している。当事者のニーズにあ
う特別な支援サービスが受けられる。支援サ
ービスは、ここでも原則的に同じ職員が担当
しなければならない。居住者にとっては共同
の場所、近くには職員の集まり場所が必要で
ある。サポートの軽い人たち（自立系）が、
例外的に活用する場合もある。なお、一般的
にサービスハウスと呼ばれるのは高齢者用
の住まいのことである。 

(c)特別サポートサービス住宅                                                   
 精神障害者がサポートを受けても普通の
住宅で生活できない場合は、特別サポートサ
ービス住宅が該当する。どのタイプの住宅に
住むかということは、その個人がどのような
サポートサービスが必要であるかが一番の
決定点になる。特別サポートサービス住宅は
永久住宅で、グループホーム形式、サービス
住宅形式、ナーシングホーム形式が一般的で
ある。疾病・保健は看護師が担当する。 
(d)グループホーム住居 

 グループホームは沢山の監視が必要であ
ったり看護ニーズが高い人のための住宅形
態である。各住居と共同のスペースからなり、
幅広い管理ニーズや特別な看護ニーズの高
い人たちが住む。グループホームは、集合住
宅などの建物の中の一部を占めていて、各住
居と共同スペースから構成され、共同の台所
やリビングがあり、常時職員が居る。    
 薬物常習者などの精神障害者で、自分の住
まいを保持していくのが困難である人たち
が対象である。したがって、他の組織、例え
ば薬物常習者治療や精神治療その他その本
人の立場を解決するために特別に携わって

いる組織の支援者などと一緒に福祉サービ
スからの介助が必要となる。 
 その一環としてトレーニングアパートが、
リハビリテーションのプロセスの一環とし
て許可されている。その個人が自立して住め
るようにする準備のためである。 
 一般的にはトレーニングアパートがその
ままその個人の契約アパートになることは
ないが、その個人にとって引っ越しや環境が
変わることが困難な場合には、トレーニング
アパートが精神障害者に例外的に個人のア
パートとして契約される場合もある。 
 スウエーデンのグループホームのほとん
どは、街中、郊外を問わず一般の住宅地にあ
るが、室内空間は既存の住宅建築の室内空間
をリノベーションして使用されているもの
が多い。膨大な費用をかけて新しい建物を建
築しなくても、過去の住宅建築ストックを活
用できる。さらに、住み慣れた生活環境で暮
らし続けられるという利点もある。居住のノ
ーマライゼーションと建設コスト節約が両
立している。耐久性のある健康的で住みやす
い住宅建築を初めから建設し長期に利用し
ていくことも、ノーマライゼーションを支え
る土台づくりにつながる。 
(e)サポート住居 

 一般の人たちが住む集合住宅にある。支援
が必要だが、やや程度の軽い人たちが住んで
いる。グループホームと自立系住居の中間程
度の障害を持つ人々の住居である。これらの
人たちは、同じ建物の近い距離の中で様ざま
なタイプの住居に住んでいる。例えば同じア
パートの中の違う階に住んでいたり、同じ階
の廊下を挟んで反対の住居に住んだりする。
住宅は近い距離に分散しており、このアパー
トから通い易い場所に共同の居場所が設け
られている。サポート住宅に住む人たちにと
って大切なのは、近くに共同の集まる場所が
あること、及び支援がほしい時間帯にそこへ
サポーターが来てくれることである。   
(f)コレクテイブ住居 

 一般の住宅地域の中で大きいアパートと
か１軒の家を数人で一緒に住む。ほんの少し
のサポートと支援で日常生活ができる。自立
して住む前のリハビリテーションの一環と
して、トレーニングアパート、あるいはトラ
イアパートとも呼ばれている。このアパート
がそのまま個人の住居になることは少ない
が、個人にとって引っ越しや環境が変わる事
が好ましくない場合は、例外的にそこで個人
アパートとして住み続ける場合がある。住居
の保健医療責任は県議会にある。各行政区の
責任はサポートが必要なサービスをアレン
ジすることである。 
  
③障害の程度と住居の特色 
 上記の地域で住む精神障害者の住居形態の



 

 

種類と特色を整理すると、以下のように分類
されていると考える。 
ⅰ）一般のアパート(軽度の障害):近隣地
域に立つアパートに分散 

ⅱ）グループホーム(重度):同じ建物内で
住居が隣接する､共同スペース｡ 

ⅲ）サービス付き住居(中度):同じ建物内
に分散 

ⅳ）サポート住居(軽度):同じ建物の場合､
近隣アパート群 

ⅴ）コレクテイブ住居(軽度):同じ建物内 
 
④施設の立地条件による精神障害者の居住
環境と生活 
 精神障害者は居住環境によって精神的・肉
体的に大きな影響を受けるが、その影響は各
種居住施設の立地によっても異なる。前項に
記したように住まいは精神障害者の状態に
応じて住居タイプが違ってくるが、同様に立
地についても同様の対応が行われている。 
当事者の住居の立地は、デイセンター、精

神クリニック、街等へのアクセスのしやすさ
の点から重要な居住条件である。 
よって、当事者の状態や希望や年齢、訪問

支援者の利用状態などを含めて総合的に居
住条件が検討される。当事者、生活支援者で
ある施設職員、ソーシャルワーカー、精神障
害者介護人、医療関係者等との協議によって
できるだけ望ましい居住地が決められる。 
 
 
（４）日本の課題 と今後の展望          
 スウエーデンにおける精神障害者の居住
環境への配慮について得られた結果から、日
本の課題と今後の展望について以下のよう
な点があげられる。 
  
①スウエーデンでの精神障害者に望ましい
居住の条件は、一般の居住条件の好ましい条
件であるとともに、精神障害者に固有の必要
条件を示している。 
 ヒアリングによれば、多くの場合、「原則
として精神障害者の住居に対しては特別の
配慮はしていない。明るく広くて快適なリビ
ング・寝室・食堂などの居室、清潔で快適で
便利な台所、浴室、トイレなどの設備、静か
で騒音の少ない、緑が多く安全な住環境が望
ましい」と説明される。 
 だが、一般に精神障害者は健常者と比較し
て、環境から影響を受け易く敏感である。居
室の広さ、天井の高さなど居住空間のひろが
り・ゆとり、家具調度品などの室内環境、配
色、西日などの太陽光線、窓や居室の明暗、
居室の床・階段・廊下、アパートの上下階や
隣室からの音・振動、居室内外の音楽のメロ
デイー等々に敏感な反応を示す人びとがい
る。これらは精神障害者の健康にとって不安

定因子となる。だが、それらは精神障害者に
固有のものではない。精神障害者に好ましい
居住条件を明らかにすることが、ひいては健
常者の望ましい住居の条件を解明すること
に通じる。 
  
②精神障害者の外界条件への制御能力への
配慮 
 精神障害者は、居住条件を自己でコントロ
ールする能力が健常者に比べて弱い。即ち、
健常者は一般に住居が狭かったり通風や日
照条件等に問題があっても、それを自らの意
志で我慢したり慣れたり音楽を聴いて紛ら
わしたりするなど、それなりの対応をするこ
とである程度対応できる。 
 だが、精神障害者の場合そのコントロール
は困難な場合が多い。従って、精神障害者の
地域居住環境は、健常者よりも良好な条件を
必要とし、それゆえに症状に対応した様々な
タイプの住居や居住環境が必要になる。また
「精神障害者はできるだけ健常者の中で普
通の住居で生活すべきである」と言っても、
健常者に近い生活ができるかどうかは非常
に個人差があるので、居住環境条件にはさら
に細かな配慮が必要である。スウエーデンで
の精神障害者の住居等がいくつものタイプ
に別れているのは、症状によってそうした対
応が必要だからである。 
住居の保障がコミューンや県によって行

われることが明確に規定されていることも
見逃せない。わが国の精神障害者施設もいく
つかのタイプに分かれてそのような対応に
一定の配慮を示しているが、今後の大がかり
な脱施設・地域居住の対応への制度にはより
一層の配慮が必要である。 
 
③スウエーデンと日本の住居水準の格差か
らくる住意識と住要求の差異への配慮 
  スウエーデンでは一般に住居水準は極め
て高く、従って国民の住意識も高い。精神障
害者の様ざまの形態の住居もそのニーズへ
の対応と要求の延長線上にあり、それが具体
的な居住形態として実現している、と考えら
れる。しかしわが国では国民一般の住居水準
は極めて低い。そのうえ、住居保障の制度が
国民的レベルで存在しない。従って精神障害
者の住居に対するニーズは低く押さえられ、
顕在化しにくい。住居保障の制度も生活保護
等による十分でない金銭面からだけの対応
にとどまっている。個別の症状に応じた居住
施設や生活サポートを政府や自治体の責任
と居住保障でとりくむスウエーデンのよう
な経験をわが国での「地域居住への移行」は
どのように、ノーマライゼーションの視点か
ら実現できるのか。大きな課題が横たわって
いる。 
 逆にいえば、今後、精神障害者へのきめ細



 

 

かな居住保障体制を確立することによって、
極端に遅れたわが国の住宅政策一般の体質
を問い直し、その改善にむすびつけていく、
という可能性と姿勢が明らかにのでないか
とも思う。ここに、精神障害者の地域での居
住保障を論ずる意義があるように思われる。 
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